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（別紙）加東市商工業振興協議会・会議の経過 

１ 開会 

２ 委員紹介 

３ 協議 

（１） 人材確保の更なる支援策について 

平成３０年度の活動実績と、「加東市合同企業説明会」の進捗について、事務局か

ら一括説明を行った。 

【協議内容等】 

●人材確保状況やその支援策について 

令和２年３月２日開催の加東市合同企業説明会について、参加予定の企業数（申込

数：最大２４社の枠に「１８社」）が少ないことや、既に開催済みの採用に関するセ

ミナーの参加者が低調であった現状を踏まえ、人材確保の状況やその支援策について

意見を出し合い、今後の方針を協議した。 

委  員  零細企業は人材確保が非常に厳しく、以前と同じ初任給では、新人採用

はできないという印象である。また、ハローワークに求人を出しても求職

者が来ない。人材確保がここまで困難になったのは去年からである。最近

の状況では、中途採用で２名採用した。人出不足とは言え業種の関係上、

外国人材を受け入れできない。 

委  員  合同企業説明会の開催について運営を委託しているはりまっちは、若い

人に対して周知ができているのか。 

事 務 局  駅やコンビニでのチラシ掲載、ツイッターによる情報提供を予定してい

る。 

委  員  即戦力の人材が必要な中小企業では、中途採用での人材確保が重要と考

える。 

委  員  金融機関の人材確保の状況は異なっている。メガバンクを含めてすべて

の金融機関では採用を減らし、窓口業務の機械化を進めている。 

      現在の都市部の若者について、その多くの方が運転免許を持っていない

ため、車でしか通えない企業への就職は頭にないのではないか。加東市に

来るために、例えば三宮からのバスなどの交通機関があり、通勤手段があ

るということの周知も、市内企業の人材確保のためには重要である。 

委  員  中小企業の人材確保状況などの現状把握が必要だと考える。そのための

実態調査を商工会に、実施してほしい。実態調査の方法は、インターネッ

トを利用すれば費用も安い。 

地元企業において人材確保が難しいため、定年退職を７０歳にした事例

も聞いている。 

      市内でも１社取得されているユースエール認定企業は、働きやすい職場

として求職者が集まりやすいと聞いている。 

議  長  中途採用の試験に来る方について、試験の際、給与や休日などの条件面

を細かく聞かれる傾向があり、何社か試験を受けて条件面で良い就職先を

選択している感じを受けている。 
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委  員  兵庫県商工会連合会でも若い人材の確保が難しくなっており、採用試験

の年齢制限を３５歳以下から４５歳以下にするなどの対応をしている。 

      現在の若者の働き方について、昔は残業してでもお金を稼ぎたいという

考え方から、残業がなく休日がしっかりとあって自分の時間を持ちたいと

いう考え方に変わっている。 

委  員  働き方改革は中小企業にとって厳しい施策である。受注する仕事があっ

ても、稼働日数を減らさないといけないので、どうしても売上が下がって

しまう。 

委  員  製造業の場合は、稼働日数や人の業務時間短縮を、製造機械を増やして

生産能力を上げることで補うことができる。 

議  長  そういった機械による自動化で解決できる業種は良いが、営業など人が

必要な業種の企業にとって、働き方改革による売上の低下に対して、別の

解決策が必要である。対策の一つとして、顧客を選別しており、効率的に

利益を得ることができる顧客のみを選択していくことになっていくが、最

低限の人材確保は必要である。 

委  員  実際、新卒の人材を育てるのは非常に大変であるが、若者が加東市へ働

きに来てくれないと産業が成り立たない。 

      人材確保状況の実態調査の方法について、これまでよく実施されてきて

いるダイレクトメールではなく、SNSを利用したメールを活用されたい。

 回答については、全員からの返答がなくても実態把握ができる。 

委  員  今すぐに実態調査を実施するなら、紙媒体での送付になる。実態調査を

送付して結果をまとめるとなれば、来年の夏までの作業になる。 

事 務 局  メールアドレスによる実施は実際に難しいのか。 

委  員  事業所がアドレス入力を面倒に感じると予想する。スマホを利用したＱ

Ｒコードによる調査実施が有効ではないか。 

委  員  加東市に人が集まることができる、魅力ある建物が必要と考える。若者

を呼び込むためにも、若者が集まりやすいハードウェアが市内にあるべき

である。 

委  員  確かに人を呼び込む場所を作るべきで、例えば播中にサイクリングの拠

点ができるが、コラボした施設をつくることの検討も必要ではないか。 

      またJR社町駅を利用するべきである。その近くで合同企業説明会などの

イベントを開催した方がよいのではないか。駅から歩くとしても、都会の

人達は歩くことには慣れている。 

議  長  主に市内中小企業の人材雇用状況について実態を把握するため、商工

会を通じて商工会員に対して実態調査を実施する。その結果を踏まえて、

支援策を検討する。

・実態調査の内容は、人が足りているのかどうか、もしくは人材確保を諦

めているのかどうか、その場合は諦めている理由など、とする。 

・実態調査の内容については協議会にて確認後、実施する。 

３月２日開催の合同企業説明会については、参加企業枠が埋まるよう市

及び商工会も企業募集の周知を実施する。 

・より多くの説明会参加者を募るため、はりまっちのSNSなどによる周知

に加え、市及び商工会もホームページ等で開催周知に注力する。 
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（２） 商工業振興のための施策について 

・市の商工業振興施策の取組状況について 

事務局から一括説明を行った。 

. 

【協議内容等】 

●中小企業の事業承継について 

議  長  中小企業の６割超が後継者不在との新聞記事があり、加東市も同様の状

況であると予想されるため、事業承継の取組みを実施するべきと考える。

 兵庫県では事業承継関連の費用支援を行っているが、加東市での状況は

どうか。 

委  員  この事業は兵庫県商工会連合会が兵庫県に要望して今年度からできた

「事業継続支援事業補助金」で、市内では１件採択された事業所がある。

議  長  実際に事業承継ができない事業所もあり、Ｍ＆Ａ（合併と買収）という

手法も必要かと思うが、それをするための課題は何があるのか。 

委  員  Ｍ＆Ａ（合併と買収）の課題として、株の譲渡に多額の費用がかかるこ

とが挙げられる。赤字の企業であれば株価が安いが、例えば内部留保が多

いなどの自己資本を多く持っている企業を個人で買収するとなると難し

く、その点で悩みを抱えている企業は多い。 

議  長  良い技術を持っている企業が市内には多いので、事業承継できるシステ

ムが必要である。 

委  員  会社本部に専門の部局があるので紹介できる。 

委  員  商工会では、承継が決まっている方のためのセミナー開催や、事業承継

に関する個別相談会を年に数回、実施している。 

委  員  現状の経営資産を活かして、事業承継時に事業転換する方法がある。ま

た事業承継の際、銀行などの第三者が入るとスムーズに進む場合があると

聞く。 

議  長  加東市の商工会員においても同じ状況であると考えられ、あと数年経つ

と、６割もの事業所が事業承継できずに廃業する可能性があるので、今の

うちに施策を打ち出して活性化していく必要があると考える。 

事 務 局  協議（１）の実態調査に事業承継の調査項目を追加して実施し、現状把

握を行う。 

議  長  現状把握をした上で、対策を検討することとする。

●海外との人材交流や市内事業所の海外進出について 

議  長  加東市の人口は４万人を維持しているが、外国人の増加によるものであ

り、日本人は減ってきていて、いずれ人口減少の町になると考えられる。

今、市内には１，６００人の外国人がいてそのうちの１，０００人がベト

ナム人である。 

      加東市の工業は好調だが、商業は衰退してきていている。その現状を打

破する一つの考え方として、商業を行う若い人材は、海外にも目を向ける

べきなのではないか。市内にはベトナム人がたくさん来日して住んでい

る。その海外の人材がいる現状を活かして人材交流を活発にするべきであ
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り、さらに海外進出の足掛かりを作るべきである。 

      加東市に多く来ているのがベトナム人なので、ベトナムという国に着目

して提案しているが、そのほかの海外の国であってもいいので、市も含め

て交流をしていく施策が必要かと思う。 

委  員  ベトナムにも現地に駐在所があり、情報提供はできる。 

委  員  国際交流協会で日本語教室に１３０人の外国人が利用していて、そこで

何かしらの交流ができるのではないか。 

委  員  交流協会を利用している外国人労働者が所属する企業は限られている

が、年々利用者は増えている。また、協会は外国人のアフタースクールも

実施している。現状、これらの人的交流はある。 

議  長  ベトナムには優秀な大学も多く、その人材を活かした技術力も高いの

で、実際に現地のビジネスを見る必要があると思う。 

委  員  現地視察して海外進出の可否を判断するということは、市内企業でもこ

れまでよくやられていた。 

委  員  加西市商工会議所では、昔から中国人の技能実習生の受入れを積極的に

してきていたが、ベトナム人に切り替わってきている。 

ジェトロ神戸では、現地の企業や工場の見学先や、技能実習生の派遣元

企業の見学など、それらの旅程を有料で提案してくれる。 

委  員  我々の業界においては、ベトナムではすでに人手不足になっている状況

があり、人件費も上がっている。人材供給の発掘については、ミャンマー

や中国の地方などに着目した方が良いのではないか。 

議  長  ジェトロ神戸にベトナムも含め、実態を聞いてみたらどうか。そういっ

た現状把握から始めて、施策の検討に繋げるのが良いかと考える。 

委  員  ベトナムに着目する中で、目的が何なのか明確にした方が良い。マー

ケット先を求めるのか、市内の人材確保を求めるのか、インバウンド及び

アウトバンドなど。 

議  長  若い事業者がマーケットを求めていくきかっけ作りが一番の目的であ

る。 

事 務 局  施策をしぼるために、ジェトロ神戸にベトナムを含めた海外国の現状や

進出先としての情報提供をしてもらう勉強会を行っていただくのはどう

か。 

議  長  海外進出支援などを実施しているジェトロ神戸を協議会へ招き、その

支援策やベトナムを含めた外国の企業進出の情報などを提供してもらう。

その上で、支援策を検討する。

                  以 上 

３．閉 会 


